
第 33 期

中間報告書
自　平成25年９月１日
至　平成26年２月28日�

�

�
�



1

　株主の皆さまへ

株主の皆さまにおかれましては、平素より格別のご高

配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、ここに当社第33期上半期の事業の概況と中間決

算についてご報告申しあげます。

　平成26年５月
代表取締役社長 　　　　　

北　村　精　男　　
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当中間連結会計期間のわが国の建設投資は、東日本大
震災からの復旧・復興および緊急経済対策等に伴う事前
防災・減災対策が進展する等、公共事業が堅調に推移し
ました。当社グループ（当社および連結子会社）におき
ましても、防災対策をはじめとするインフラ整備事業で
の圧入技術の採用拡大をうけ、全体として好調に推移し
ました。
当社グループでは、圧入技術で杭を地盤に深く挿し込
み、地球にしっかりと支えられる強靭な構造体を構築す
る「インプラント工法」に基づく防災・減災技術を早く
から提唱し実践してまいりました。また、国際圧入学会
（ＩＰＡ）や全国圧入協会（ＪＰＡ）と協働し、科学に
裏付けられた確かな防災・減災技術として、その普及拡
大にも努めております。南海トラフ巨大地震や首都直下
地震など大規模災害に備える防災インフラの整備をはじ
め、社会基盤の老朽化対策や2020年の東京オリンピック
開催に向け、都市機能の強化・再生が全国的に検討され
ている今、場所を選ばず急速に省スペースで施工でき、
求められる機能を確実に発揮する構造体を構築する当社
グループの「インプラント工法」への需要はますます高
まっており、その根幹をなす圧入原理の優位性は揺るぎ
ないものとなっております。また、インプラント工法で
構築する、エコサイクルなどの地下開発製品も、国内か
らの引き合い増に加え海外からの問い合わせも増加して
おり、今後の発展を確信しておるところです。
こうした中、当中間連結会計期間におきましては、新
工法「コンビジャイロ工法」をはじめとするインプラン
ト工法の提案活動を強力に推し進めた他、機械販売では、
新しい設計コンセプトである「モジュール化設計（構成
部品の標準化）」に基づき開発した新型圧入機「サイレ
ントパイラーＦ３０１」の売上が好調に推移しました。
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また、工事受注も当社が提唱する「インプラント堤防」
が鋼管杭連続壁や二重鋼矢板壁によるものなど構造のバ
リエーションが増えて採用が拡がるなど好調でありまし
た。
この結果、当中間連結会計期間における売上高は7,316
百万円（前年同期比60.0％増）となりました。利益面に
おいては、営業利益1,170百万円（同1,018.0％増）、経常
利益1,194百万円（同564.2％増）、 中間純利益732百万円
（同1,140.6％増）となりました。

当社は株主に対する安定的な利益配分を最重要項目と
位置付けており、収益に応じた適正な利益配分と、長期
的な事業展開に備えた財務体質強化のため、内部留保の
充実を基本方針としております。
当期の配当につきましては、株主の皆さまへの利益配
分を従来以上に高めるべく、中間配当を６円から１円増
配の７円、期末配当は８円とし、１株当たり年間配当額
15円を予定しております。
今後とも役職員一丸となり、一層の業績向上に努力を
いたしますので、旧に倍するご支援ご鞭撻を賜りますよ
う、お願い申しあげます。
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　業績の推移
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中間連結貸借対照表（平成26年2月28日現在）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）
科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額
〔資産の部〕 〔負債の部〕

流  動  資  産 13,969,843 流  動  負  債 4,995,426

現金及び預金 5,115,087 支払手形及び買掛金 3,523,139
受取手形及び売掛金 4,766,200 短期借入金 190,242
製 品 657,144 未払法人税等 465,732
仕 掛 品 1,609,707 賞与引当金 175,649
未成工事支出金 4,325 その他の引当金 31,816
原材料及び貯蔵品 1,257,578 そ の 他 608,845
繰延税金資産 351,055 固  定  負  債 2,044,694

そ の 他 227,428 長期借入金 761,880
貸倒引当金 △18,684 製品機能維持引当金 475,278

固  定  資  産 8,664,637 そ の 他 807,535
有形固定資産 6,852,121 負 債 合 計 7,040,121

建物及び構築物 621,093 〔純資産の部〕
機械装置及び運搬具 631,097 株  主  資  本 15,645,124

土 地 4,844,098 資 本 金 3,240,431
建設仮勘定 693,282 資本剰余金 4,400,749
そ の 他 62,549 利益剰余金 8,306,369
無形固定資産 51,741 自 己 株 式 △302,425
投資その他の資産 1,760,774 その他の包括利益累計額 △50,764

繰延税金資産 469,309 その他有価証券評価差額金 △805
そ の 他 1,291,466 為替換算調整勘定 △49,958
貸倒引当金 △0 純資産合計 15,594,360

資 産 合 計 22,634,481 負債純資産合計 22,634,481
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中間連結損益計算書（自平成25年9月1日至平成26年2月28日）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）
科　　　　　目 金　　　　　額

売 上 高 7,316,512

売 上 原 価 4,547,461

売 上 総 利 益 2,769,051

販売費及び一般管理費 1,598,931

営 業 利 益 1,170,119

営 業 外 収 益

受 取 利 息 574
受 取 配 当 金 1,014
不 動 産 賃 貸 料 10,079
為 替 差 益 40,120
そ の 他 13,919 65,709

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5,849
た な 卸資産廃棄損 33,680
そ の 他 2,245 41,775

経 常 利 益 1,194,054

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 22,830 22,830

税金等調整前中間純利益 1,216,884

法 人 税 等 484,561

少数株主損益調整前中間純利益 732,323

中 間 純 利 益 732,323
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中間連結株主資本等変動計算書（自平成25年9月1日至平成26年2月28日）

（単位：千円）

科　　　　　　　目 金　　額
株主資本
資本金
当期首残高 3,240,431
当中間期末残高 3,240,431
資本剰余金
当期首残高 4,400,749
当中間期末残高 4,400,749
利益剰余金
当期首残高 7,743,705
当中間期変動額
剰余金の配当 △169,659
中間純利益 732,323
当中間期変動額合計 562,663
当中間期末残高 8,306,369
自己株式
当期首残高 △302,333
当中間期変動額
自己株式の取得 △91
当中間期変動額合計 △91
当中間期末残高 △302,425
株主資本合計
当期首残高 15,082,552
当中間期変動額
剰余金の配当 △169,659
中間純利益 732,323
自己株式の取得 △91
当中間期変動額合計 562,572
当中間期末残高 15,645,124

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
当期首残高 △4,221
当中間期変動額
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 3,415
当中間期変動額合計 3,415
当中間期末残高 △805
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（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）

科　　　　　　　目 金　　額
為替換算調整勘定
当期首残高 △112,604
当中間期変動額
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 62,645
当中間期変動額合計 62,645
当中間期末残高 △49,958
その他の包括利益累計額合計
当期首残高 △116,826
当中間期変動額
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 66,061
当中間期変動額合計 66,061
当中間期末残高 △50,764

純資産合計
当期首残高 14,965,726
当中間期変動額
剰余金の配当 △169,659
中間純利益 732,323
自己株式の取得 △91
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 66,061
当中間期変動額合計 628,633
当中間期末残高 15,594,360
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中間貸借対照表（平成26年2月28日現在）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）
科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額
〔資産の部〕 〔負債の部〕
流  動  資  産 11,300,126 流  動  負  債 4,029,064
現金及び預金 3,740,468 支 払 手 形 2,240,847
受 取 手 形 2,385,835 買 掛 金 461,071
売 掛 金 1,620,726 １年内返済予定の長期借入金 346,062
製 品 443,941 リ ース債務 5,796
仕 掛 品 1,611,048 未 払 金 70,199
原材料及び貯蔵品 955,104 未 払 費 用 239,433
前 払 費 用 25,038 未払法人税等 351,770
繰延税金資産 274,239 前 受 金 25,800
未 収 入 金 221,169 前 受 収 益 57,750
そ の 他 24,245 預 り 金 13,554
貸倒引当金 △1,691 賞与引当金 134,298

そ の 他 82,481
固  定  資  産 9,648,023 固  定  負  債 2,010,344
有形固定資産 6,682,898 社 債 60,000
建 物 447,003 長期借入金 761,880
構 築 物 74,781 リ ース債務 689
機械及び装置 636,979 長期未払金 673,690
車両運搬具 947 製品機能維持引当金 475,278
工具器具備品 45,496 長期前受収益 33,750
土 地 4,772,772 そ の 他 5,056
リ ース資産 5,933 負 債 合 計 6,039,408
建設仮勘定 698,983 〔純資産の部〕
無形固定資産 50,217 株  主  資  本 14,909,548
商 標 権 339 資 本 金 3,240,431
ソフトウェア 48,431 資本剰余金 4,400,749
そ の 他 1,446 資本準備金 4,400,708
投資その他の資産 2,914,908 その他資本剰余金 40
投資有価証券 119,857 利益剰余金 7,570,792
関係会社株式 1,299,109 利益準備金 265,767
出 資 金 25,081 その他利益剰余金 7,305,025
長期前払費用 2,097 買換資産圧縮積立金 41,446
投資不動産 342,759 別途積立金 6,300,000
繰延税金資産 444,026 繰越利益剰余金 963,578
役員保険積立金 631,892 自 己 株 式 △302,425
そ の 他 50,084 評価・換算差額等 △805
貸倒引当金 △0 その他有価証券評価差額金 △805

純資産合計 14,908,742
資 産 合 計 20,948,150 負債純資産合計 20,948,150
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（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）

中間損益計算書（自平成25年9月1日至平成26年2月28日）

科　　　　　目 金　　　　　額
売 上 高 5,614,604
売 上 原 価 3,404,332
売 上 総 利 益 2,210,271
販売費及び一般管理費 1,353,296
営 業 利 益 856,974
営 業 外 収 益
受 取 利 息 459
受 取 配 当 金 102,014
不 動 産 賃 貸 料 17,363
業 務 受 託 料 14,612
為 替 差 益 37,499
そ の 他 12,035 183,985

営 業 外 費 用
支 払 利 息 5,173
た な 卸資産廃棄損 33,680
そ の 他 2,207 41,061
経 常 利 益 999,898
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 21,939 21,939

税引前中間純利益 1,021,838
法 人 税 等 371,949
中 間 純 利 益 649,889
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中間株主資本等変動計算書（自平成25年9月1日至平成26年2月28日）

（単位：千円）

科　　　　　　　目 金　　額
株主資本
資本金
当期首残高 3,240,431
当中間期末残高 3,240,431
資本剰余金
資本準備金
当期首残高 4,400,708
当中間期末残高 4,400,708
その他資本剰余金
当期首残高 40
当中間期末残高 40
資本剰余金合計
当期首残高 4,400,749
当中間期末残高 4,400,749

利益剰余金
利益準備金
当期首残高 265,767
当中間期末残高 265,767
その他利益剰余金
買換資産圧縮積立金
当期首残高 41,446
当中間期末残高 41,446
別途積立金
当期首残高 6,300,000
当中間期末残高 6,300,000
繰越利益剰余金
当期首残高 483,349
当中間期変動額
剰余金の配当 △169,659
中間純利益 649,889
当中間期変動額合計 480,229
当中間期末残高 963,578

利益剰余金合計
当期首残高 7,090,563
当中間期変動額
剰余金の配当 △169,659
中間純利益 649,889
当中間期変動額合計 480,229
当中間期末残高 7,570,792
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（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）

科　　　　　　　目 金　　額
自己株式
当期首残高 △302,333
当中間期変動額
自己株式の取得 △91
当中間期変動額合計 △91
当中間期末残高 △302,425
株主資本合計
当期首残高 14,429,410
当中間期変動額
剰余金の配当 △169,659
中間純利益 649,889
自己株式の取得 △91
当中間期変動額合計 480,137
当中間期末残高 14,909,548

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
当期首残高 △4,221
当中間期変動額
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 3,415
当中間期変動額合計 3,415
当中間期末残高 △805
評価・換算差額等合計
当期首残高 △4,221
当中間期変動額
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 3,415
当中間期変動額合計 3,415
当中間期末残高 △805

純資産合計
当期首残高 14,425,188
当中間期変動額
剰余金の配当 △169,659
中間純利益 649,889
自己株式の取得 △91
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 3,415
当中間期変動額合計 483,553
当中間期末残高 14,908,742
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（注）	１. 持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
	 ２. 当社は、自己株式を692,201株保有しておりますが、上記大株主から
	 　 は除外しております。
	 ３. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
	 ４. 持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

　株式の状況（平成26年2月28日現在）

●発行可能株式総数  普通株式　49,800,000株
●発行済株式の総数  普通株式　21,899,528株
●株 主 数  2,380名
●大 株 主

株　　主　　名 持株数 持株比率

有 限 会 社 北 村 興 産
千株
6,001

％
28.29

北 村 精 男 2,391 11.27
技研製作所従業員持株会 960 4.53
株 式 会 社 四 国 銀 行 810 3.82
株 式 会 社 高 知 銀 行 693 3.26
技 研 共 栄 会 663 3.13
北 村 博 美 649 3.06
北 村 知 佐 子 648 3.05
北 村 精 章 646 3.04
日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口） 327 1.54

●所有株数別株主分布状況

1万株未満 94.28％

100万株以上 0.08％
50万株以上～100万株未満 0.34％

1万株以上～10万株未満 4.75％
10万株以上～50万株未満 0.55％

●所有者別株主分布状況
金融機関 0.55％

外国法人 0.84％
その他 0.04％

個人 94.16％

一般法人 4.41％
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　会社の概要（平成26年2月28日現在）

　役　　　員（平成26年2月28日現在）

社　　　　　名　株式会社　技研製作所
本 社 所 在 地　高知市布師田3948番地１
設　立　年　月　昭和53年１月（創業昭和42年）
事 業 内 容	 ◦無公害工法・産業機械の研究開発お

よび製造販売ならびにレンタル事業
◦土木建築その他建設工事全般に関す
る業務ならびにコンサルタント業務

	 ◦土木施工技術・工法の研究開発
	 ◦上記に関する海外事業
資　　本　　金	 3,240,431,340円
従　業　員　数	 289名

代表取締役社長	 北 村 精 男

専 務 取 締 役	 南 　 哲 夫

常 務 取 締 役	 森 部 慎 之 助

取 　 締 　 役	 岡 田 　 仁

常 勤 監 査 役	 森 　 國 雄

監　　査　　役	 松 村 勝 喜

監　　査　　役	 宮 㟢 利 博
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　事　業　所

高　知　本　社	 高知県高知市布師田3948番地1
東　京　本　社	 東京都江東区有明1丁目3番28号
国土防災技術本部	 宮城県仙台市青葉区二日町3番10号
復 興 支 援 室	 グラン・シャリオビル4階
関 西 営 業 所	 大阪府大阪市西区阿波座2丁目1番1号
	 大阪本町西第一ビルディング6階
九 州 営 業 所	 福岡県福岡市博多区博多駅前2丁目19番29号
	 博多相互ビル6階
高知本社工場	 高知県高知市布師田3948番地1
有　明　工　場　東京都江東区有明1丁目3番28号
東　京　工　場	 東京都足立区入谷3丁目15番8号
関　西　工　場	 兵庫県丹波市市島町矢代401番地
ロンドン事務所	 15	Manchester	Mews,
	 London	W1U	2DX,	UK
上 海 事 務 所	 中華人民共和国上海市浦東新区
	 銀城中路168号	上海銀行大廈21楼

国内事業所
■本　社
●事業所・営業所
▲工　場

東京工場

関西工場
高 知 本 社
高知本社工場

東京本社
有明工場

関西営業所

九州営業所
国土防災技術本部
復 興 支 援 室
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事　業　年　度	 毎年９月１日から翌年８月31日まで
定時株主総会	 毎年11月
基　　準　　日	 定時株主総会　 ８月31日
	 期末配当金　 ８月31日
	 中間配当金　 ２月末日
公　告　方　法	 電子公告

当社ウェブサイト
 （http://www.giken.com）にて掲載
ただし、事故その他のやむを得ない事
由によって電子公告による公告をする
ことができない場合は、日本経済新聞
に掲載いたします。

単 元 株 式 数	 100株
株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関	 三菱UFJ信託銀行株式会社

同　連　絡　先	 大阪市中央区伏見町三丁目6番3号（〒541-8502）
	 三菱UFJ信託銀行株式会社	大阪証券代行部
	 電話　0120-094-777（通話料無料）

（ご注意）
1.	 株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、
原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承る
こととなっております。口座を開設されている証券会社等にお問
い合わせください。株主名簿管理人（三菱UFJ 信託銀行）ではお
取り扱いできませんのでご注意ください。

2.	 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、
三菱UFJ 信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記
特別口座の口座管理機関（三菱UFJ 信託銀行）にお問い合わせく
ださい。なお、三菱UFJ 信託銀行全国本支店でもお取次ぎいた
します。

3.	 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ 信託銀行本支店でお
支払いいたします。

株 主 メ モ




